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文化大革命と国際環境⑸

ベトナム戦争（中後期）と中米関係の改善を背景に

郝　　　暁　卿

要旨　本稿はアメリカ研修の結果の一部としてまとめたものである。目的はベトナム戦争の中後

期における中米関係と文化大革命との関連性を考察することにある。具体的には、１、文化大革

命の展開に伴う国内の混乱と米ソの重圧下にある中国と、ベトナム戦争の苦境に陥ったアメリカ

の現状を見ることによって、両国の関係改善の必要性は双方にとってどこにあったのか、２、対

米政策の転換にあたって、毛沢東をはじめとする中国の指導部はどのような経緯をたどったの

か、３、中国の外交政策の転換は文化大革命の展開に何の意味を持ったのか、を検討する。結論

の一つとして、アメリカとの関係改善により、中国の国民はより現実的な視線から国家間関係を

見るようになり、多くの人々は建国以来、とくに文革運動以来盛んに唱えられた階級理論を疑い

始めた。その意味で、中国の対外政策の転換は国内の政治と社会の変化を導いていく役割を果た

し、文革の終息に向かうための社会的雰囲気を作ったといえる。
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はじめに

　前回の拙文⑷では文化大革命とベトナム戦争

初期の関連性について次のように指摘した。す

なわち、「中国共産党（特に毛沢東）はベトナ

ム戦争のエスカレーションを強行するアメリカ

に対して、硬軟両様の戦術でその政策決定を牽

制することにより、最終的に中国自身は戦争に

巻き込まれることなく、修正主義を取り除くこ

とを目的とした国内の政治闘争――文化大革命

に突入する余地をもつことができた」。１）Ġ
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このように開始された文化大革命（以下、文

革と略称）は中国全土を混乱状態に陥らせ、運

動の成り行きは必ずしも毛沢東の予想通りにな

らなかった。一方、中国を取り巻く国際環境も

予想より険悪な方向に向かいつつあった。それ

は主にアメリカのベトナム戦争の拡大とソ連の

大きな軍事圧力であった。このように、内外と

もに情勢の深刻化が進む局面に直面する毛沢東

は、文革理念を固持しながら、国の安全保障問

題を最優先課題とし、その目的達成のための政

策転換を行った。結局、その政策転換は文革の

行き先に重要な影響を与えた。

本論は以上のような経緯を踏まえ、文革の展

開とベトナム戦争の中後期の情勢との関連性を

考察することを目的とする。時期の範囲は大体

1966年５月の文革開始から1971年２月の「中

米上海コミュニケ―」の発表までの期間とす

る。研究方法としては、まず、1960年代中期頃

の国際環境の下では文革の発動が可能かどうか

を改めて概観する上で、冷戦の要素と文革によ

り国際社会から孤立しつつある中国と、ベトナ

ム戦争の泥沼に陥っているアメリカとの関係改

善の過程を注目し、次に、毛沢東の主導の下で、

過激派による文革運動の混乱状態を抑えつつ、

対米関係の打開を実現した意義を考える。その

ため、副次的な問題としてアメリカの対中政策

の動きも述べる。

中米関係の改善に関する研究は中国において

もアメリカにおいてもそのプロセスに自ら参加

した当事者（たとえば、当時のアメリカ側の国

家安全保障問題担当大統領特別補佐官のキッシ

ンジャー「Henry A. Kissinger」博士や中国

側の周恩来総理と葉剣英元帥の助手として対米

政策の転換過程に参与した熊向暉氏など）の回

想録をはじめ、多くの研究者の著書論文が出

版されている。その中で、つい最近（2011年

５月17日）出版されたキッシンジャーの『On 

China』（ペンギン・ブックス出版）と題する

新著も米中交渉の歴史に言及している。した

がって、本論の課題を検討するにあたり、これ

らの貴重な資料は有力な参考となった。ただ、

諸研究の重点は、当然、文革を考察する国内政

治からの視点ではなく、基本的に1970年代か

ら現在に至るまでの国際情勢や米中の世界戦略

などの分析と展望にある。その意味で、拙文は

あくまで中国の国内事情を検討の中心としてお

り、それをとりまく国際環境の動きが国内問題

にどのように連動し、いかなる影響があったか

の分析であるということを改めて強調したい。

また、文革期におけるアメリカの対中国政策

の研究の一つとして、中国の『米国研究』雑

誌の2006年第４期に掲載された王朝暉先生の

「文化大革命初期におけるアメリカの対中国政

策」（American Policy toward China in the 

Initial Stage of the “Cultural Revolution”）

という論文がある。論文は文革初期に対する

ジョンソン政権の対応を分析し、アメリカの対

中国政策に影響を与えた要素として、国際情勢

の発展と、冷戦思考に基づく対中認識、及び国

内政局の動きなどを指摘した。それは、筆者に

とって文革期におけるアメリカの対中認識の一

段階を把握し、理解するのに参考の一つとなっ

た。また、著者がアメリカ研究の専門家として

対中政策に関する米国政府の資料をより幅広く

把握していることも筆者にとってさらに多くの

情報を知りえたものであった。ただし、当該研

究はアメリカの分析を中心としており、研究の

範囲も1969年までのジョンソン政権であった。

それが国際環境から1976年までの中国国内の

文革運動を研究対象とし、運動過程における対
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米認識の転換を検討する筆者の視点とは違う。

したがって、米中の相互認識を研究する意味に

おいて、本論は王論文と相対する側面からの考

察であるかもしれない。なお、拙文⑷を作成す

るにあたって勉強になった朱建榮先生の著書で

ある『毛沢東のベトナム戦争』は、本稿が設定

する時期とは違って、ベトナム戦争の初期にお

ける中国とアメリカの政策についての研究で

あったが、しかし、それでも、それが中米両国

の相互関係を考察する前期研究として依然と本

稿の重要な参考であった。２）

それで、本論は具体的に中国を取り巻く文革

時代の国際情勢を改めて顧みつつ、そのタイミ

ングで開始された文革の進展に伴う国内の混乱

状態を述べる上で、次のことを明きかにした

い。つまり、１、文革の展開により中国はどの

ような国際環境に置かれたのか、２、それに対

し、毛沢東をはじめとする中国指導部はどう判

断し、また、その環境をどのように改善しよう

としたのか、３、外交政策の転換による国際環

境の緩和と中米関係の改善は文革にいかなる影

響を与えたのか。以上の諸点を考察することに

より、中国の外交政策の転換はなぜ文革の終焉

を告げる先駆けとなったのかを示したい。

一　文革の展開と国際反応

50年代後期と60年代初期は中国をめぐって

台湾海峡の危機、中印国境紛争およびソ連との

関係悪化など、一連の衝撃的な事件が起きた。

世界全体に目を向けて見れば、資本主義世界は

60年代頃における旧植民地支配の崩壊を経て、

かえって相対的安定した成長期に入った。それ

に伴い、世界経済も新しい高度成長の時期に

入りつつあった。これを反映したかのように、

1960年代半ば頃になると、中国周辺の情勢は

激動な時期がしばらく続いた後、比較的平穏な

状態に戻ったように見えた。しかし、そのよ

うな状態には関係諸国のそれぞれの事情があっ

た。まず、日本は、国民所得倍増計画の実施に

集中し、雇用拡大と生活水準引き上げを目的と

する高度成長のピークを迎えようとした時期に

あった。次にアメリカのジョンソン政権はベト

ナム戦争により、社会主義勢力の南への拡大を

くい止めようとしながら、却ってエスカレート

した戦争の長期化に陥り、国内の反戦運動も激

しくなった。そのため、昔のようにほしいまま

に国際社会への干渉を行う余裕はなくなった。

また、チベットに隣接するインドは1963年の

中印国境紛争で挫折し、少なくとも60年代の間

に、再び中国との武力紛争はなかった。さらに、

1950年代に戦争の瀬戸際になった台湾海峡で

は、60年代の半ば頃になると、「中共に反撃し、

大陸を回復する」計画の挫折もあって、蒋介石

政権は台湾経済の建設やインフラの整備などへ

の転換に力を入れようとした。そのため、大陸

との対立状態は依然として変わらないものの、

50年代のような紛争まではいかない小康状態

が保っていた。

一方、世界情勢に関する基本判断の食い違い

と国家主権をめぐっての対立で分裂した中ソ関

係はすでに挽回できない最悪の状態になった。

そうした中で、ソ連の内部でも変化が現れた。

国内改革の失敗やキューバ危機の挫折などで、

ついにフルシチョフ（Nikita S Khrushchev）

が失脚し、かわってブレジネフ政権が誕生し

た。このような政権交代により中ソ関係が改善

できるかどうかについては、当初、中国共産党

が静観しようとした。そのために、1964年10

月に、十月革命47周年の祝典に参加する形で、
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周恩来をはじめとする中国共産党代表団は訪ソ

し、ブレジネフ新政権の真意をはかったが、両

国の基本的な立場は変わっていないことが分か

り、物別れになった。３）しかし、就任したばか

りのブレジネフ（Leonid Brezhnev）はソ連

内部の問題解決に忙しく、余裕を失ったため

か、中国との激しい論戦と対立は当面の間勢い

が弱まったように見えた。

このような国際環境にある中国では、劉少奇

国家主席や周恩来総理などの実務派はそれを機

に50年代の大躍進運動などにより破綻した経

済を回復させるために60年代の初期にスター

トした経済回復路線を続けようとしたが、毛沢

東の関心は中国共産党がソ連のように「修正主

義」に変質するかどうかにあった。ここはまさ

に毛沢東と劉少奇らとの重要な分岐点であっ

た。４）その意味で、60年代の半ばは毛沢東に

とって「修正主義」の危険性を排除するのにむ

しろいいタイミングであった。

文革の開始は次の二つの歴史的な文献によっ

て宣言された。一つは1965年11月10日に上海の

『文匯報』で発表された「新編歴史劇『海瑞免官』

を評す」と題とする姚文元の論文であり、もう

一つは1966年５月16日に決議された中国共産

党中央政治局拡大会議の『５・16通知』であっ

た。それをきっかけに毛沢東をはじめとする文

革派は文革をすすめる一連の措置をとった。中

央機構の組織改組や、紅衛兵運動への支持表

明、いわゆるブルジョア階級反動路線への批判

などのキャンペーンにより、文革運動は瞬く間

に全国を席捲し、国全体は混乱状態に陥った。

革命家でありつづけた毛沢東は一貫していわ

ゆる「闘争」の哲学を堅持し、文革の発動もそ

れに基づいたものであった。それは「乱」と

「治」の関係に関する彼の持論を見ても分かる。

彼は大衆運動による「動乱」を通してこそ秩序

ある国が生まれると主張しつづけ、自らが文革

運動の進展と方向を把握し、コントコールでき

ると固く信じていた。しかし、文革の実際的な

展開は毛沢東の予測と制御可能な範囲をはるか

に超え、延々に続く社会動乱となった。1967

年１月に毛沢東が上海の「一月革命」を公に支

持したのをきっかけに、全国各地で各レベルの

「奪権（造反派が党と政府の行政権と管理権を

奪う）」運動が巻き起こった。その間に、それ

ぞれの共通認識で結ばれた数多くの「造反派」

組織が厳しく対立する集団まで分裂し、繰り返

し権力を奪い合い、いわゆる「全面内戦」の武

力紛争にまで発展した。中国情勢の無秩序の状

態は1967年にピークに達した。

このような文革の嵐は外交を担当する部門に

も及んだ。その責任者である周恩来と陳毅（当

時の副総理兼外交部長）らは批判を受けたばか

りではなく、外国に駐在する中国大使館の一部

の館員は駐在国でデモをしたり、ビラを配った

りしたような外交慣例に違反した行為も行うな

ど、中国の外交関係の領域でも前例のない無政

府状態に陥った。1968年８月に、中国の外交部

（外務省相当）の過激派は外交部の行政権と管

理権を奪い、外国に駐在する中国大使館に堂々

と指示命令などを出すようになった。そうした

中で、ついに８月22日に過激派によるイギリス

の中国駐在連絡事務所に放火する重大な犯罪事

件が起こった。それと同時に、対外活動におい

て、「世界革命の中国中心論」や「革命輸出論」

などの宣伝も盛んに行われた。

すでに中国と決裂したソ連は文革の実像をこ

とさらに言い立てて、毛沢東と中国共産党を

「マルクス主義への裏切り」として絶えず強烈

に批判した。当然、国際社会も中国のこうした
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行動を強く非難し、多くの国で現地政府は中国

の大使館や留学生などの間でトラブルが相次い

だ。５）Ġ

一方、中国の文革に対するアメリカの態度は

複雑であった。それは、アメリカの対中判断と

政策はベトナム戦争における実際の利益と結び

付いているからである。一言でいえば、アメリ

カの基本判断はベトナム戦争への中国の介入と

出兵を避けることができるかどうかに基づいて

いた。したがって、中国をくい止める方針はベ

トナム戦争を進める時のジョンソン政権の一貫

したものであり、1965年のエスカレーション

政策を貫く段階でも基本原則の一つであった。

そのため、アメリカは南ベトナムで軍事介入を

強化する一方、北ベトナムへの陸上の介入を

避けようとした。時の中央情報局（CIA）局長

のマコーン（John A McCone）がジョンソン

（Lyndon Baines Johnson）大統領に建言し

た内容もそのことを示した。すなわち、「アメ

リカが北ベトナムに陸上から侵入をせず、ただ

それを空爆の目標として限定する限り、中国は

直接参戦しないであろう。空爆は南部から始ま

り、徐々に北へと移してよいが、しかし、その

場合、中国の国境地域を避けたほうがよい。」６）

北ベトナムへの空爆について、アメリカの

内部には異なる見解があるにもかかわらず、

1965年から1966年にかけてベトナム戦争が膠

着状態に陥った頃、1966年１月30日に、アメリ

カは北ベトナムへの空爆を再開するとともに中

国の動きを警戒しつづけた。このような懸念は

文革による中国内乱のため、より深まった。

1966年と1967年頃に、アメリカは文革の意

味と目的を把握できないため、中国の内乱への

対応にかなり困惑したようである。７）たとえば、

一方では、アメリカはそれまでの経験で考えれ

ば、中国が自国に対する脅威の程度により情勢

を理性的に判断し、対外政策を制定するものな

ので、ベトナム戦争の数年間で米中の間に実践

し、暗黙の了解となったアンダーライン、つま

り、できるならアメリカとの正面衝突を避ける

ということを守るであろうと推測したが、８）も

う一方では、中国国内の運動は非理性的なもの

であり、このような非理性的な動乱は中国の国

境以外に及ばないかとも懸念した。９）

アメリカの中国問題の専門家たちも、さまざ

まな見解を示した。その中では、文革は短期的

な危険を作り上げただけではなく、長期的な機

会ももたらすであろう。また、中国の内乱はベ

トナムにおいて恐ろしい軍事衝突を導く可能性

もあると見る人もいた。10）香港駐在のアメリカ

の総領事であるライス（Edward E. Rice）は、

中国の権力者が自ら国際社会から孤立していく

ならば、非理性的な行動を引き出すであろうと

指摘した。11）また、中国国内の立場から分析し、

毛沢東がアメリカと戦争を行えば、彼のライバ

ルである修正主義者たちを打ち砕き、ひいては

北ベトナム内部における親ソ派を倒すこともで

きるとも指摘した。12）

文革の展開とともに、アメリカは中国で起き

たこの政治運動を米国自身の利益に結び付け

て、より詳しく分析しようとした。1966年７月

25日に、国務院はアメリカにもたらす文革の意

義を評価し始めた。国家安全保障問題担当大統

領特別補佐官のロストウ（Walt W. Rostow）

は、文革の混乱による中国国内の混乱状態はベ

トナムへの中国共産党の干渉の機会を減少させ

るのに役立つであろうと考えた。13）また、アメ

リカ政府内の中堅層の一部も、文革がむしろア

メリカのために東アジアと東南アジアでの機会

を提供している。なぜなら、内乱により弱まり
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つつある中国の影響力の低下により、却ってア

メリカの地位を増強させる一方、事実上、中国

のベトナム戦争への参与の能力も低下させるか

らであろうと思っていた。14）

そのような判断の下で、アメリカはベトナム

戦争において依然としてエスカレーション政策

を遂行しつづけた。1967年の年末までに、南

ベトナムにおける兵力はすでに50万人に達し

ており、北ベトナムに対する空爆もエスカレー

トしていた。そうした中で、アメリカは、この

ような北爆が事実上中国の文革を過激させる影

響があったであろうと見ていた。15）今から見れ

ば、アメリカの判断はほぼ間違っていないと言

えるであろう。中国は、1967年と1968年の間

に文革の高潮期を迎え、国際的には一段とエス

カレートしたベトナム戦争と中ソ対立の激化に

直面していた。こうした国内情勢と国際情勢の

緊張度の相互影響により、中国国内こぞっての

「世界革命の高揚」への憧れ、及び帝国主義や

修正主義への怒りと非難は実際に反米の嵐を強

めた。1965年から1970年にかけて、中国各地

に行われた「援越抗米（ベトナムを支援し、ア

メリカと戦う）」のデモ行進はその参加者の延

べ人数が5億にも達した。その空前ともいえる

「革命」の勢いは多くの若者たちが自らアメリ

カ帝国主義と闘おうとし、何の許可もなしに中

越国境を越えてベトナム戦争に参戦しようとし

た事例が相次いで起きたことからも分かる。こ

のような状況に直面し、中国政府は1967年３

月に「無許可の越境犯罪行為を取り締まる」と

いう緊急命令を発布せざるを得ないほどであっ

た。

以上のようにベトナム戦争の問題に関して

は、中国の最高指導部は依然コントロールし、

決定権を握っているが、激しく高ぶった反米

感情と「世界革命」に対する使命感は全国に広

がっていくとともに、もともと高潮に達した文

革の雰囲気をさらに盛り上げ、中国内部の争い

を一層白熱化させたのである。内外が呼応しあ

う空前の激動はその結果として社会の無政府状

態を一層強めた。

二　ベトナム戦争と文革における中米緩和の

始動

ベトナムにおけるアメリカの戦争政策はベト

ナムの抵抗をくい止めるどころか、その抵抗を

ますます激しくさせた。1965年以降、戦争の拡

大に伴って、多くのゲリラ部隊は正規軍に編成

され、最前線でアメリカ軍と戦った。このよう

な抵抗運動を鎮圧するために、1967年７月末

に、南ベトナムの傀儡政権は武装勢力を6.5万

人増加し、総数100万人も超えた。８月３日に、

ジョンソン大統領もベトナムにおけるアメリカ

軍の人数を4.5万か５万人に増援し、1968年ま

でに、米軍の総数は52.5万人に達するとの正式

発表を行った。

1968年１月から２月にかけて、ベトナム共

産党は「テト攻勢」と呼ばれる全国の総攻撃を

発動し、南ベトナムの首都まで迫った。45日間

の激戦によって米軍と南ベトナム軍を合わせて

15万余人を殲滅させ、アメリカの「徐々にエス

カレーション」戦略に手痛い打撃を与えた。攻

撃は米軍の士気を落とし、国内の反戦運動もま

すます激しくなった。アメリカ国務長官のラス

ク（David Dean Rusk）は「これから長期化

した、そして人を失望させる激しい戦闘を行う

であろう」との悲観的な見通しを示した。16）

このような困難な局面に直面し、ジョンソン

政権は依然として強硬な対中政策をとり続けた
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が、しかし、その任期内では対中緩和を示すよ

うな兆候も現れた。たとえば、1966年７月12

日に、文革がすでに始まった頃、ジョンソン

大統領は全国向けのテレビ演説で新しい対中政

策を構想する提唱を試みた。彼は「中国が自分

から作った孤立（文革を指す―筆者）」を批判

しながら、米中交渉において米中間に学術と文

化の交流を行ってよいというワルシャワ駐在の

アメリカ代表の呼び掛けを重ねて述べた。そし

て、彼はベトナム戦争終戦後、米中関係の改善

を示唆した。17）中国はこの時のアメリカの呼び

かけを断ったものの、それはある意味で後の米

中関係の緩和にかすかな兆しをもたらしたとい

える。また、1968年２月に、ベトナムの「テト

攻勢」の時に、ジョンソン大統領は８名の著名

なアジア問題専門家と会見した。彼らはベトナ

ム戦争へのアメリカの関与についてそれぞれ異

なる見解を示したものの、皆はマサチューセッ

ツ工科大学教授のルシアン・W・パイ（Lucian 

W. Pye）の意見に賛成した。それはつまり、「わ

れわれはベトナム戦争の限界を超えて中国を見

なければならず、それこそまさに大きな課題で

ある」。18）ジョンソンもそれに同感した。彼は、

ベトナム戦争が大衆の反共的ムードを喚起で

きなかったことに対し失望感を表すとともに、

「ベトナム戦争は中国と関係改善の機会を提供

した。しかし、今の自分はベトナム戦争の対応

に忙しく、余裕はない」とも述べた。19）

アメリカがベトナム戦争において苦境に陥っ

た際、中国の文革も転換点に入った。1968年後

半は内政にしても外交にしても中国にとって重

要な変動期であった。後に毛沢東は次のように

中国の混乱状態をまとめ、文革を反省した。す

なわち、それは「すべてを打倒」と「全面内戦」

であった。毛沢東に指摘された中国の動乱状態

は1967年において最高潮に達した。このような

局面に対し、毛沢東は革命的大連合と「三結合」

の実施を呼びかけて混乱を止めようとした。20）

その場合、彼は軍隊と労働者を動員し、利用し

た。軍隊は国家機関や工場などへ派遣され、ほ

とんどの都市部で準軍事管理体制をつくった。

また、労働者宣伝隊は暴力闘争（ゲバルト）が

止まらない大学などへ派遣され、学校の管理体

制に入った。これらの方法を通して、取りあえ

ず、毛沢東のいわゆる「乱」から「治」への

期待を実現した形となった。そのうち、全国各

省、市、自治区の革命委員会が相次いで成立し、

1968年10月に中国共産党第８回11次総会が開

かれた。それは全国の政局が当面の間安定して

いることを示した。また、外交部や外国駐在中

国大使館、対外活動などを含む対外関係の領域

に現われた混乱と過激な行動に対し、毛沢東も

自ら対処するようになり、周恩来の有力な支持

の下で、中国の外交を徐々に実務的で柔軟性の

あるレールに乗せようとした。

　『建国以来毛沢東文稿』には文革最中の毛沢

東の一連の重要な指示が記録されているが、そ

れは文革の過激的な外交政策への毛沢東の反省

を示しているものではないかと思われる。

　たとえば、1968年３月29日に、毛沢東はミャ

ンマー共産党武装闘争20周年に関する声明に

ついての審査報告に次のように指示した。すな

わち、「一般的にいえば、あらゆる外国の党（マ

ルクス・レーニン主義）の内政に対し、われわ

れは干渉してはいけない。彼らはどう宣伝して

いるかは彼ら自身のことである。われわれは自

分の宣伝に気をつけなければならない。大げさ

に言ってはならず、不適切で、他人からみれば

人に押し付ける印象を残す行動をとってはいけ

ない。」21）
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　また、1968年５月29日に、毛沢東は外交部の

報告を審査するにあたって次のような見解を示

した。すなわち、第一に、他国に中国の理念を

押し付けてはいけないように気をつけなければ

ならない。第二に、外国の人民運動は中国の影

響によるものであるかのように宣伝をしてはな

らない。このような宣伝は反動派に利用されや

すく、人民の運動に不利である。22）

　毛沢東はまたこの時期に外交部と中国共産党

中央対外連絡部につぎのような主旨の指示を出

した。つまり、「対外（自国に対してもそうで

あるが）宣伝活動に対しては断固として段取り

的に改革を行われなければならない。」23）

　一方、国際社会では、1968年８月20日に、ソ

連はチェコスロバキアに出兵し、主権国家の内

政を干渉する暴挙を行った。それの理論根拠と

して社会主義陣営全体の利益のためにはそのう

ち一国の主権を制限しても構わないという「制

限主権論」と呼ばれるブレジネフドクトリンを

発表した。結局、この事件は全世界に衝撃をも

たらし、とくに米ソ関係と中ソ関係に重要な

影響を与えたといえる。それはブレジネフ政権

の発足と米ソの対立においてソ連が内外政策の

調整をはかりつつ、徐々に守備から攻撃へと転

換し始めたことを示した。また、中国から見れ

ば、主権国家として改革の実施と社会主義陣営

内での異議申し立てをするチェコがソ連の干渉

を招いたならば、ソ連と激しく対立する中国も

同じように武力侵入される恐れが十分あり得る

ことであった。その上、中国は、チェコ事件は

ソ連がすでに「社会帝国主義」の国、すなわち、

口での社会主義と事実上の帝国主義に変質した

ことを示し、アメリカよりも侵略性と冒険性を

もっていると認識するようになった。毛沢東は

60年代半ば頃に中国の国家安全のもっとも大

きな脅威は北から来る可能性が十分あると予測

したが、チェコ事件はそれを証明した形となっ

た。

　チェコ事件をきっかけに、毛沢東は外国の首

脳や共産党の代表などと会見した際、世界大戦

の勃発の可能性について繰り返し言及した。毛

沢東はそれまで以上に米ソが連携して、南北か

ら中国をはさみ打ちする重大な脅威を強烈に意

識し、そして、文革期における対外政策上の過

激思想と言動に対し、真面目に反省し始めた。

　毛沢東は二年間も続いた国内の混乱状態を終

結させ、運動後の政治秩序と指導体制を新たに

作ろうとした。1968年に外交方針に関する一

部の調整はその過程で行われたものであった。

中国共産党第８回12次全体会議と第９回全国

大会の開催は毛沢東の心の中で新たな政治秩序

と指導体制を確立する印であった。そして、中

米の連携により、ソ連に対抗する戦略思想もま

さにこのような国内政策の調整過程において

徐々に明確になり、具体化させていったのであ

る。

　毛沢東は、世界の覇権を争う米ソの矛盾は調

和できないものであり、しかも、アメリカの世

界戦略には致命的な弱点があることを見取っ

た。それで、彼はアメリカの戦略の弱点から中

国をめぐる国際環境を改善するための糸口をつ

かもうとした。後に、彼は中米関係の緩和の必

要性を顧みるときに、周恩来たちに次のように

指摘した。すなわち、「われわれは二人の覇者

の間にどちらかの一方を味方に引き入れなけれ

ばならない。二面作戦をしてはならないのだ」。

24）その話しは国際情勢の大局を見通し、米ソ

の間に受け身的になった局面から抜け出そうと

する彼の戦略的思考の全体像と構想を示してい

る。
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　現在、公表された資料から、少なくとも1970

年の時点から毛沢東は自ら米側に両国の関係改

善を呼びかけ始めたことが分かる。彼は1970年

12月18日に中国訪問のアメリカジャーナリス

トのエドガ・スノー（Edgar Snow）と長時間

にわたって語り合い、その中で、彼は「中米関

係の問題を解決するにはアメリカの施政者と話

し合わなければならない」と明確に話した。25）

しかし、毛沢東の対米緩和の呼びかけは決して

彼一人の独断によるものではなく、次のような

経緯に基づいたものであった。

三　中国の対米政策の見直しと中米緩和

　毛沢東をはじめとする中国共産党が対米緩

和に関する決定のいきさつは複雑であった。

1969年 １ 月 に ニ ク ソ ン（Richard Milhous 

Nixon）は大統領に就任してから両国関係が緩

和するどころか、中国の外交官の亡命問題の処

理をきっかけにさらに対立するようになり、結

局、中米大使級会談が予定通り行われなくなっ

た。また、ニクソン就任後の三か月間で南ベト

ナムにおけるアメリカ軍は50万人から54.3万人

まで増加された。その上、アメリカの軍機と軍

艦はそれまで通り絶えず中国の領空と領海を侵

入するため、中国の外交部は頻繁に厳重注意を

行った。

　一方、中ソ関係もさらに悪化し、ついに東北

地域における中ソ国境で直接激しい軍事衝突が

起きるまでの厳しい状態となった。ちょうど中

ソ紛争が白熱化した際、ニクソン大統領は3月

14日に記者会見で「中国共産党が我が国の人民

に対する脅威ひいては不意打ちの攻撃の危険性

はおろそかにするべきものではない」と述べ、

また、「ソ連が我々と同じように自分の国を中

国共産党の潜在的な脅威のもとにさらけ出した

くないであろう」と指摘した。26）

　このような背景の下で、1969年４月１日に、

中国共産党第９回全国大会が開かれた。大会の

後、文革運動が依然として続いていたにもかか

わらず、それまでのピークの時期がすでに終わ

り、特に、二年後の林彪事件の発生に伴って、

中国共産党内と大多数の国民はすでに文革の意

義に対し懐疑の態度を持ち始めた。この意味に

おいて、第９回大会は文革が終結に向かう転換

点であった。大会は、毛沢東の「プロレタリア

階級独裁の下での継続革命論」を肯定し、文革

の発動を合法化にする一方、国内の結束も呼び

かけた。このような呼びかけの目的の一つは緊

迫した国際情勢への対応の準備であった。

　第９回全国大会の政治報告は次のように指摘

した。すなわち、「アメリカ帝国主義とソ連修

正主義が大規模な侵略戦争を発動する危険性を

おろそかにしてはならない。われわれは十分な

準備を行い、彼らが早い時期に大規模な戦争を

行うのに備え、通常戦争も核戦争も行うのに備

えなければならない。」27）

　以上述べた国際情勢と共産党大会の政治報告

を見る限り、中米関係の緩和はまだ先が見えな

いものであった。しかし、大会の前後から、毛

沢東はすでに中米関係の未来を考え始めたよう

である。

　毛沢東はソ連の脅威を緩和するには、他の方

向からアプローチしなければならないと判断し

ていた。その方向とは中米関係であった。毛沢

東は国家安全保障の視点から中米関係の改善を

切り開こうとし、その最初の試みとしては中米

大使級レベルの会談の回復を行うことであっ

た。

　1968年11月26日に、中国側は中米大使級会
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談の回復を提議した。アメリカは中国の提議に

対し素早い反応を見せた。11月29日に間もな

く離任するジョンソン大統領は次期大統領のニ

クソンの了承を得て、中国側の提議を引き受け

た。この会談は以上述べた外交官亡命事件のた

めに取り消された経緯があったが、しかし、そ

れは長い間厳しい敵対状態にある中米関係にい

ささかの雪溶けの兆しをもたらしたといえる。

しかし、毛沢東は中米関係の打開という戦略

的判断を下す時にはきわめて慎重であった。彼

は関係の改善に傾きがあっても、それを決定

する時の有力な根拠が必要であった。それで、

1969年２月19日に、彼はある会議で陳毅、徐向

前、聶栄臻、葉剣英の四人の元帥に米ソ中の関

係を含む国際問題の研究を行うよう指示した。

また、同年の３月と４月に、同じことを二回も

提議した。28）

当時の中国の国内情勢から考えれば、毛沢東

のこの行動は非常に意義深いものであったと思

われる。なぜなら、陳毅ら四人の元帥はいずれ

も文革中に運動への批判と抵抗の態度を示した

ので、結局、毛沢東らに批判され、ほとんど失

脚した立場にあったからである。しかも、第９

回大会において、毛沢東の文革路線を擁護する

もう一人の元帥である林彪は毛沢東の後継者と

なることが正式に決議されたばかりであった。

このような党大会の直前と直後に、毛沢東はな

ぜ中米関係の改善という重大な戦略決定を行う

ときに、自分の「親密な戦友」であり、戦略家

としても有名な林彪とその軍の勢力に頼まず、

逆に冷遇された陳毅らの意見に耳を傾けるので

あろうか。現在、中国では公開された文革関係

の資料は限られているため、それを解明するま

でには至らないが、中米関係を打開するプロセ

スにおいて林彪らが参与した記録はほとんど見

られないことと、そして、1971年の林彪事件を

見る限り、それには少なくとも二つの原因があ

るのではないかと思われる。まず一つは、毛沢

東は国内の文革運動をすすめるのに林彪の力を

必要とするものの、一貫して外交と国際交渉の

場に興味を示さず、顔さえ出したがらない彼に

はすでに何らかの不信感を持っているのではな

いかと思われる。中米関係の打開をめぐって毛

沢東と林彪の間には対立があったかどうか、ま

た、それが後の林彪事件と関係性があるかない

かのようなことは文革研究における重大な問題

であり、今後の研究課題として引き続き検討し

たい。また、もう一つは毛沢東が文革中否定さ

れた陳毅らの意見を重視することで、実際に文

革の過激路線を見直す態度と措置を示し、それ

を通して文革運動で打倒された数多くの古参幹

部を改めて起用することを示唆したものではな

いかと思われる。実際には党大会の後、運動中

に失脚した国家機関の幹部のほとんどは農場な

どに下放されたが、数年後にそのうちの多くの

人が徐々に「解放」され、仕事に復帰するよう

になった。

毛沢東に依頼された陳毅ら四人の研究は３月

から始まり、10月まで終わった。彼らは大量の

資料を研究し、重ねて議論した結果、当時、中

国国内で主流となった論調、すなわち、中国に

対する大規模な侵略戦争が差し迫っている見方

には同調しなかった。彼らの結論を要約する

と、次の通りであった。すなわち、中ソ矛盾は

中米矛盾より大きい。また、米ソ矛盾は中ソ矛

盾より大きい。そのため、中ソ大戦は容易に起

こらない。中国はアメリカとソ連及びヨーロッ

パ各国の矛盾を利用し、できるだけ早く中米間

の膠着状態を打開し、中米大使級会談を回復す

る必要があるとのことであった。29）これは中国
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共産党と毛沢東が中米関係の打開を決定するた

めに重要な見解と根拠を提供した。

　同じときに、アメリカのニクソン政権はさら

に中米関係を緩和する姿勢を見せた。1969年

７月21日に、アメリカ政府は中国に対する数項

目の貿易禁止の内容を取り消し、中国旅行への

制限も緩めた。

その間に、1969年８月28日に、アメリカの新

聞紙「The Washington Star」は、「ソ連は中

国に対し外科手術的な核攻撃をしようとしてい

る」と報道した。30）それを受けて、９月11日に、

周恩来総理はベトナムのホーチミン主席の追悼

式の参加で帰国途中のソ連部長会議主席のコス

イギン（A. N. Kosygin）と会見した。周恩来

が席上でソ連の意図を非難し、質すとともに、

双方は、あらゆる脅威を受けない状況の下で長

い間未解決の中ソ国境問題について平和交渉を

通して解決し、その前に、暫定的な措置により

国境の現状を維持し、武力衝突を避けることに

合意した。31）これらの努力は中ソ両国の緊張関

係を緩和するのに一定の積極的な役割を果たし

た。しかし、ソ連が中ソ国境で中国に対する大

きな軍事圧力を維持する局面は根本から変わら

なかった。

　また、12月に、ポーランド駐在アメリカ大使

のストッセル（Walter J. Stoessel）はニクソ

ンの命令を受け、中米大使級会談の回復を提議

した。32）その報告を聞いた毛沢東は速やかにポ

ルシャワ会談を批准した。1970年１月20日に、

二年余り中断した中米大使級レベルの会談は回

復した。会談回復の発表をする際に、アメリカ

国務院のスポークスマンは初めて「中華人民共

和国」の呼び名を使用した。

　さらに、毛沢東が中米関係を打開するために

アメリカの政府高官の中国訪問を受け入れるこ

とを決断した。

　1969年３月と８月に、ニクソン大統領はフラ

ンス、パキスタン、ルーマニアの三つのルート

を通して中国の指導者に米中関係を改善する希

望を伝えた。また、アメリカは1970年10月に、

再度パキスタンとルーマニアのルートを通し

て政府高官レベルの使節を派遣して中国訪問を

したいという意思を表した。33）それに対し、11

月14日に周恩来は中国政府を代表し、「アメリ

カの武装勢力が台湾と台湾海峡を占領している

のは中米関係が緊張し続けるカギとなる問題で

ある。もし、ニクソン氏が以上の問題を解決す

る希望と方法が本当にあれば、中国政府はアメ

リカ特使の北京訪問と交渉を歓迎する」と答え

た。34）それに対し、間もなく12月16日にキッシ

ンジャーは返信し、アメリカは北京で政府高官

レベルの会談を行い、台湾問題を含む両国の間

に存在する各種の関係問題を討論する用意があ

ると表明した。35）

　このように中米関係にとって最大の障害であ

る台湾問題ははじめて両国の政府中枢において

話し合われる可能性があった。

　毛沢東は中米関係の急速な進展を注意深く見

ていた。1970年のエトガ・スノーとの話し合

いはそのような背景の下で行われたものであっ

た。それは明らかに毛沢東がスノーを通してニ

クソンの自らの訪中を歓迎する意思を米側に伝

える意図的な会見であった。36）

　毛沢東のこのような意図は周恩来がルーマニ

アのルートを通してホワイトハウスに伝えた。

1971年１月11日に、アメリカ駐在ルーマニア大

使館は周恩来の手紙をアメリカ側に渡した。手

紙ではアメリカの特使の北京訪問を歓迎すると

ともに、ニクソン大統領の中国訪問を歓迎する

意を再度表明した。37）
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　中国としては、アメリカとの和解をすすめる

過程でアメリカと対立状態にある他の友好国の

利益を犠牲にしないのは原則であり、その場

合、とくに戦争におかれるベトナムの状況は中

米関係を改善する時の重大問題であった。した

がって、1971年１月以降の中米間の接触はイ

ンドシナにおけるアメリカのエスカレーション

戦略に対する中国の強い反発により、しばらく

停滞状態に陥った。それはアメリカにだけでは

なく、国際社会にも他国の利益を取引しない中

国の立場を示そうとしたものであり、また、ベ

トナムと隣り合う中国の安全がアメリカの脅威

を受けたままでは、両国関係の正常化は不可能

であることも知らせたものと思われる。　　

　ベトナム戦況が落ち着いた間もない1971年

４月に、毛沢東と周恩来はアメリカの卓球代表

団の中国訪問を歓迎するという著名な「ピンポ

ン外交」を展開し、いわゆる「小さいボール」

で「大きいボール」を推し進める劇的な一幕を

演じた。

　中国の動きを見つめているアメリカ政府は、

当然、このような中国側の微妙な意思表明は待

ち望んだ重大な外交転換の始まりだと認識し

た。ついに1971年７月９日から11日にかけて、

アメリカ大統領の国家安全補佐官であるキッシ

ンジャー博士は中国を秘密訪問し、1971年２

月21日から28日にかけて、ニクソン大統領は中

国を訪問した。それで、中米首脳会談が実現さ

れ、その結果としてよく知られる「中米上海コ

ミュニケ―」は発表された。

　それをきっかけに、中米間には台湾を含む未

解決の問題が依然多々あるにもかかわらず、両

国はようやく一触即発の厳しい対立状態を終え

た。中国にとっては、中米関係の正常化により、

自国を取り囲む、激しい熱戦と冷戦が重なり合

うという深刻な国際環境は大いに改善された。

また、それは恐らくその画期的な歴史を切り開

いた毛沢東らでさえ予想しなかったことであろ

うが、中米関係の打開に続く一連の外交上の展

開は中国の国際社会への回帰を示すとともに、

ポスト文革の新たな時代の到来も予告するもの

となった。

むすびにかえて　文革における中国の外交政

策の見直しの意義

　以上述べた中国の対米政策の見直しと中米関

係正常化の過程を考察するとき、毛沢東をはじ

めとする中国指導部は、対外政策の軌道修正を

行う場合、文革の過激路線とは逆に極めて柔軟

で実務的な態度をとったことが伺える。それは

1950年代から積極的に提唱した平和共存五原

則の中国外交に戻りつつあるような印象を受け

るが、時の中国は国際社会からの孤立状態の脱

却と対ソ戦略の考量が最大の関心事であった。

そのため、毛沢東は文革以来の対外政策の全般

を見直し、後に「三つの世界論」を提起した。

それは中国の国際戦略と外交指針が文革の過激

思想の束縛から抜け出し、イデオロギーの限界

を超え、国家安全保障と国家利益の重視を最優

先する現実的な政策に乗り出しつつあることを

示した。

　このように、中米関係の緩和と外交政策の変

化は中国の国内政治が文革のユートピア的な過

激路線からリアリスティックな方向に転換しつ

つある結果であった。ある意味で中国を取り巻

く国際環境の改善は国内政局の変化に有利な外

部条件を作ったといえる。毛沢東に頼まれた陳

毅らの外交政策に関する研究活動のプロセスを

見ても分かるように、中米関係の打開は権力の
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中枢にある周恩来などの穏健派の地位を高め、

政策決定を行う時の彼らの役割の重要度を高め

た。中国は中米関係の改善をきっかけに、国際

舞台で徐々に文革前の活躍ぶりを見せ始めた。

それは主に周恩来らが中心となって推進したも

のであった。そのため、文革派の活動も当面の

間制限される形となった。

また、いままで「不倶戴天の敵」として見ら

れたアメリカとの関係を改善したことで、中

国の国民もよりリアリティーの視線から国家

間関係を見るようになった。その延長線で、多

くの人々は建国以来、とくに文革運動以来盛ん

に唱えられた階級闘争の理論を疑い始めた。そ

の意味で、中国の対外政策の転換は国内の政治

と社会の変化を導いていく役割を果たし、文革

の終息に向かうための社会的輿論を作ったとい

える。それと同時に、延々と続く国内の政治運

動に見舞われ、つかれた中国の国民はより冷静

で客観的に「外」の世界を理解するようにな

り、また、生産力と科学技術の面で先進国との

間に開かれた大きな格差を徐々に認識するよう

になった。このような国民意識は一時復帰し

た鄧小平が1975年に主導した全国の整理整頓

キャーペンを支持する社会的基盤となった。

　さらに、中国の外交政策の転換課程から内政

と外交が相互に作用しあっている関係にあるこ

とも伺える。形では、第９回共産党大会で文革

イデオロギーが肯定され、今後も続くと宣言さ

れたものの、実際には運動のピークが過ぎて、

国民の情熱がすでに下がりはじめた。毛沢東の

文革へのある程度の反省もそのような国民感情

を反映する部分があったと思われる。したがっ

て、文革の緩やかな冷却化は中米関係が対立の

状態から雪解けに変化していく要素の一つで

あったと思われる。文革の最高潮の時期に、毛

沢東をはじめとする中国共産党は「すべてを打

倒」と「全面内戦」のような全国の混乱状態を

変えようとした時、中国の外交もそれに従い、

徐々に平穏で実務的な方向に転換し始めたので

ある。中米関係の正常化をきっかけに、中国は

日本を含む多数の西側諸国と関係回復を実現

し、外交が新しい時期に入ったと言える。また、

隔離された国際社会との接触で中国の国民に文

革のイデオロギーを改めて認識し、反省させる

意味において、中米関係の打開から始まった新

外交は文革の終焉を促した役割を果たしたとも

いえる。

ただ、この時になっても、中国の国内政策は

文革の過激派の妨害を排除することが不可能で

あった。中国外交の転換も当時の国内政局の制

約を受けざるを得なかった。中国は依然として

文革運動の最中であり、毛沢東が引き続きいわ

ゆる「プロレタリア階級独裁の下での継続革命

論」を固持し、そのイデオロギーで国内政治を

統制しつづけた。このような状況の下では、中

国は国内の経済建設を支える建国以来の外交路

線に回帰するのがとうてい難しかった。それ

は文革終息までの中国の現実による限界であっ

た。したがって、中国外交の転換は文革イデ

オロギーの影響から抜け出すことができず、周

恩来と鄧小平などの穏健派の意見は毛沢東の支

持を受ける時もある一方、また時には同じ毛沢

東本人から強く牽制し、批判される状態であっ

た。結局、中国の内外政策の根本的な転換は文

革を全面否定し、国内政策を見直し、経済建設

を国政の中心とすることを決定した中国共産党

第11回３次総会の開催を待たなければならな

かった。

しかし、そうは言っても、中米関係の改善を

前後にして、文革の動乱はある程度緩められ、
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中国の外交を含む国政の全般は70年代の前半

にようやく是正の方向に困難でありながら大切

な一歩を踏み出した。

　なお、文革を中国の安全保障政策に結び付け

て考察する時に、毛沢東らは文革の混乱期にい

るにもかかわらず、国内外政策の調整を行う場

合、終始、国家主権への配慮は最重要課題とし

て重視したことが分かる。中米関係が改善でき

るかどうかは、結局その成り行きが国家の安全

保障の成否にかかっていた。毛沢東をはじめと

する中国の指導部から見れば、中米関係の改善

は両国の利益に利するばかりではなく、当時、

アメリカと闘っているベトナムにも利するもの

である。この点に関しては中米首脳会談の議事

録や当事者の回想録を読んでも伺うことができ

る。

　最後に、中米関係の改善が必要とされるもう

一つの重要な要素は中国が一貫して平和的な国

際環境を望んでいるということである。これに

ついて、次の二点を指摘したい。まず、毛沢東

にとって文革運動は「走資派」の権力を奪うと

いう目標を実現したものの、その成果をさらに

強化し発展させなければならなかった。たとえ

ば、文革の「成功」を宣言した第９回党大会が

開かれたのに、中国の全土で不安定な情勢が続

き、地方によっては、内乱が依然止まらない状

態にあった。したがって、米ソとの緊張関係が

続く周辺の圧力が存在する限り、国内問題の対

応に必要とされる余裕は持たない。そのために

中国をめぐる厳しい国際環境を緩和させること

は必然的であった。次に、長期間続く文革運動

の影響で中国経済は大きな被害を受け、工業と

農業などの発展は停滞していた。中国にとって

国民経済の回復が急務であった。いわゆる「革

命を要とし、生産を促進させる」という呼びか

けは文革運動を正当化する意図があるが、その

中に経済建設の重要性を重視する意味も終始貫

かれた。米ソ中の三者関係に関する毛沢東の戦

略転換は中国の国家建設の視点から行われた理

由もあった。

このように、国家の安全保障を中心とする視

点から考えられた中国の戦略は米ソ連携による

二面作戦への警戒からソ連の武力侵入の防遏に

変わり、戦備の重点は南から北への防御方向の

転換に仕上げられた。70年代に入ってから、中

国は中米関係の正常化のきっかけで、西側諸国

との関係改善を急速に進展させた。それはその

後の数年間にわたる文革の継続に「安定した」

外部条件を提供したであろうが、その間の、そ

してポスト文革の中国の発展のためにもそれま

でにない比較的良い環境を作ったともいえるで

あろう。
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 　http://www.lw23.com/pdf_1c5c1233

　２、王殊の回想録「両見晩年毛沢東」、中国共産党新

聞网。

 　http://cpc.people.com.cn/GB/85037/7212779.html

25）「毛沢東とスノーとの談話」、『毛沢東外交文選』、中

央文献出版社、世界知識出版社、1994年10月、593頁。

26）熊向暉「打開中美関係的前奏」、『我的情報輿外交生

涯』、中共党史出版社、1999年１月、176～177頁から

再引。
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